
１　基本情報

No. 1

継続 款 5 項 1 目 3

9

年度） R4 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

A

評価

A

評価

－

評価

－

評価

B

事 業 実 施 手 法

事業実施上の課題
・残された課題

半農半Ⅹを目指した事業であることから、就農をしようとすれば、農業法人等での研修が必要となる。

今後の取組方針 拡大
まだまだ、応募者が多いので、圃場法上や受講する人数を増やす検討をしたい。

判断理由

目標値と実績値の差
分についての理由

　令和４年度後半及び５年度前半の卒業生が農業法
人等での研修を終えて就農した。

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

「農」のある新しいライフスタイルを実践する人が増え、農地の保全にも寄与した

14工事請負費

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

5,890

1

実績値

評価した根拠・理由
目的思考

（施策目標への寄与）

新規就農者（人）

その他 90 300 300 300

一般財源

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

目標値

4

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

市債

指標１ 指標２

指標名（単位）

0 5,6273,578 3,641

総合評価

評価した根拠・理由

　毎回募集をかけると４～５倍ぐらいの応募があり、ニーズは高い。

評価した根拠・理由

　農林水産省の補助金が活用できた。

　活用する場がなかった。

協創する場がなかった。

　今までの卒業生の中から新たに3組４人が就農することができた。

評価した根拠・理由

評価した根拠・理由

6,941 2,220 8,927

特定財源 2,222 3,000 1,920 3,000

18負担金補助及び交付金

その他 5,890 6,941 2,220 8,927

財源（千円）

12委託料

施 策 体 系

根 拠 法 令 等

事業費（千円） 5,890 6,941 2,220 8,927

R５決算 R６予算現額現額 R６決算（見込）

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

決算年度の
主な取組

R７予算

自治事務

事 業 目 的 ・
事業 実施 効果

・遊休農地を解消するとともに、新しいライフスタイルである農ある暮らしを実現する。

・非農家を対象としたいこまファーマーズスクールを開講し、平日はそれぞれの仕事をしながら休日は農業を始めた
い人や自作農を育成する。

事 業 の 対 象 生駒市民他 １５組

事 業 期 間

当初計画

・半農半Ⅹ推進員報酬他　　3,741千円
・謝礼等　　　　　　　　　　　　 2,300千円
・消耗品等                            500千円
・備品購入費等　　　　　　　    300千円
・ＯＢ会運営費　　　　　　　　　100千円

取組実績

・半農半Ⅹ推進員報酬他　　  667千円
・謝礼等　　　　　　　　　　　　 1,210千円
・消耗品等                            343千円
・備品購入費等　　　　　　　       0千円
・ＯＢ会運営費　　　　　　　　　    0千円

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

関 係 課

事 業 名

事 業 区 分

担 当 課 農林課

産業・雇用就労 戦 略 的 施 策 行 政 改 革 大 綱 (1)、（２）

半農半Ⅹ支援事業

会 計 区 分 予 算 費 目一般会計

事 務 区 分

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担⾦・補助⾦ その他（



１　基本情報

No. 2

新規 款 5 項 1 目 5

9

年度） R5 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

C

評価

C

評価

C

評価

－

評価

C

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 農林課 関 係 課

事 業 名 生駒市土地改良事業補助金

行 政 改 革 大 綱 （１）

根 拠 法 令 等 土地改良法 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 産業・雇用就労 戦 略 的 施 策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

・改正後補助率の適用開始
・農業用道路の復旧及び拡幅
（地元施工5,000千円×80％×2件＝8,000千円）

・農業用道路に対する復旧及び拡幅工事に対する補助金は、
０件。

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事業 実施 効果

・農業従事者の高齢化等により、農業施設の管理が疎かになる傾向があることから、補助金の額を増やすことによ
り、農業施設の保全に繋げ、農地の保全に繋げたい。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

・農家組合（水利組合を含む。）が事業主体である農道、ため池、水路等の農業用施設の整備について行っている補
助金の条件を緩和し、農地の保全に繋げる。

事 業 の 対 象 市内農業者他

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 8,000 0 400

12委託料

14工事請負費
18負担金補助及び交付金 8,000 400

その他

財源（千円） 0 8,000 400

特定財源

市債

その他

指標１ 指標２

指標名（単位） 補助件数（件）

一般財源 0 8,000 0 400

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

補助割合を拡充することで、農地の保全への寄与を目指した

目標値と実績値の差
分についての理由

補助金の対象となる地元施工の工事が少なかった
ため。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

対象となる地元施工の工事が少なかった。

目標値 2

実績値 0

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

活用する場がなかった。

総合評価

評価した根拠・理由

対象となる地元施工の工事が少なかった。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

対象となる地元施工の工事が少なかった。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

対象となる地元施工の工事が少なかった。

事業実施上の課題
・残された課題

要望があったことから補助率を上げたが、施工がなかったため、ニーズの再検討が必要である。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

ニーズ等の判断のため、当面は現状維持とする。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担⾦・補助⾦ その他（



１　基本情報

No. 3

新規 款 5 項 1 目 3

9

年度） R6 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

C

評価

C

評価

－

評価

－

評価

C

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 農林課 関 係 課

事 業 名 生駒市スマート農業推進事業補助金

行 政 改 革 大 綱 （１）、（２）

根 拠 法 令 等 スマート農業技術活用推進法 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 産業・雇用就労 戦 略 的 施 策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

・スマート農業機器購入費半額補助
　（最大50万円×２件）
・スマート農業業務委託に対して半額補助
　（最大10万円×４件）

・令和7年度からの実施に向けて要綱を検討

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事業 実施 効果

農業者の高齢化による農作業の負担の軽減のため、スマート農業を実践し、農業者の所得の向上を図る。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

市内農業者による先進的栽培技術設備等の購入及びＡＩを活用したＩＣＴ鳥獣被害対策に補助金を支給する。

事 業 の 対 象

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 1,400 0 1,400

12委託料

14工事請負費
18負担金補助及び交付金 1,400 0 1,400

その他

財源（千円） 0 1,400 0 1,400

特定財源

市債

その他

指標１ 指標２

指標名（単位） 補助件数（件）

一般財源 　 1,400 0 1,400

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

生駒市内は小規模農家が多く、スマート農業を利用する農業者がなかった。

目標値と実績値の差
分についての理由

スマート農業に対するニーズがなかった。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

活用した事例がない。

目標値 6

実績値 0

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

活用する場がなかった。

総合評価

評価した根拠・理由

生駒市内は小規模農家が多く、スマート農業を利用する農家がなかった。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

今後、必要な事業ではあるが、活用の場がなかった。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

協創する場がなかった。

事業実施上の課題
・残された課題

生駒市内は小規模農家が多く、スマート農業を利用しても、なかなか収益の向上につながらない。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

引き続き、広報活動は続けていきたい。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担⾦・補助⾦ その他（



１　基本情報

No. 4

継続 款 5 項 1 目 3

9

年度） R5 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

A

評価

B

評価

C

評価

C

評価

B

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 農林課 関 係 課

事 業 名 地元野菜等の販売促進

行 政 改 革 大 綱 （１）、（２）

根 拠 法 令 等 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 一般会計 予 算 費 目

施 策 体 系 産業・雇用就労 戦 略 的 施 策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

・移動販売（１2自治会で実施）　1,900千円
・いこまレストラン（３店舗で実施）　375千円

・１３の自治会で移動販売が実施できた。　1,900千円
・いこまレストラン（２店舗で実施）　１２４千円

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事業 実施 効果

食料自給率の向上並びに地産地消及び旬産旬消の推進

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

・市内産野菜・果実の移動販売を実施。
・いこまレストランを生駒市内の飲食店で実施。

事 業 の 対 象 市民他

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 1,888 2,275 2,024 2,072

12委託料 1,775 1,900 1,900 1,900

14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他 113 375 124 172

財源（千円） 1,888 2,275 2,024 2,072

特定財源

市債

その他

指標１ 指標２

指標名（単位） 新規地元野菜使用店舗数（店舗）

一般財源 1,888 2,275 2,024 2,072

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

地元野菜に触れる機会を多く創出し、市内での食料自給率の向上や市内農家の持続性強化を図った

目標値と実績値の差
分についての理由

天候不良等により、２飲食店でしか実施できなかっ
た。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

地方創生推進交付金を活用することができた。

目標値 3

実績値 2

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

活用する機会がなかった。

総合評価

評価した根拠・理由

一定の成果が得られ、新規の参加者なども開拓できたため

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

地産地消及び旬産旬消を実践することができた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

生駒市農業振興協議会の協力を得ることができた。

事業実施上の課題
・残された課題

・移動販売は、自治会要望は多いが、生産者のキャパが少なく、実施する自治会を増やすことができない。
・いこまレストランについては、野菜を提供する農家が少ない。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

引き続き、地産地消及び旬産旬消を浸透していきたい。

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担⾦・補助⾦ その他（



１　基本情報

No. 5

継続 款 項 目

9

年度） R５ 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

B

評価

C

評価

D

評価

－

評価

C

令和６年度アクションプラン　事業評価シート

担 当 課 農林課・障がい福祉課 関 係 課

事 業 名 農福連携等の促進

行 政 改 革 大 綱 （１）、（２）

根 拠 法 令 等 事 務 区 分 自治事務

事 業 区 分 会 計 区 分 予 算 費 目

施 策 体 系 産業・雇用就労 戦 略 的 施 策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績

・農業関係者や福祉事業者との意見交換の場の設定
・他部署と連携した施策の検討
・遊休農地の斡旋
・農業の専門家派遣
・授産施設品の販売支援（農業祭、いこふく出張所を
はじめとする公共施設や各種イベントでの販売）

・福祉事業者との意見交換の場の設定（２事業者）
・授産施設の販売支援（農業祭、いこふく出張所）

事 業 実 施 手 法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事業 実施 効果

将来的な就農者不足の解消とともに、農業を通じ障がい者が社会的役割を持つようにする。

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

福祉事業者による農地利用を図り、障がい者の職域拡大及び生きがいづくりの場を確保するよう福祉事業者と引
き続き協議を行う。また、農業従事者の人手不足に対し、障がい者の就農に向けて連携を強化する。

事 業 の 対 象 市内福祉事業者他

R５決算 R６予算現額 R６決算（見込） R７予算

事業費（千円） 0 0 0 0

12委託料

14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他

財源（千円） 0 0 0 0

特定財源

市債

その他

指標１ 指標２

指標名（単位） 農業の専門家派遣回数（回）

一般財源

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

遊休農地の斡旋や授産品の販売支援を通して、農のある新しいライフスタイルの拡大に寄与した

目標値と実績値の差
分についての理由

生駒市内の福祉事業者に対し、農業の専門家を派遣
する必要はなかった。

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

コストはかからなかった。

目標値 2

実績値 0

デジタル・データ活用
（デジタルの活用

・EBPM）

評価した根拠・理由

活用する場がなかった。

総合評価

評価した根拠・理由

福祉事業者との協議の場は設けたが、福祉事業者側の都合もあり、農地の拡大等にはならなかっ
た。

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

福祉事業者との協議の場は設けた。

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

農業者等の意見を把握することはなかった。

事業実施上の課題
・残された課題

生駒市内では、農業法人が少なく、従業員を雇用する農業者が少ないため、障がい者の職域拡大にはつな
がっていない。

今後の取組方針 現状維持

判断理由

引き続き福祉事業者との協議を行い、遊休農地の斡旋や授産施設品の販売支援を行う。
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